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Ⅱ、公共施設、特に学校施設の老朽化について
今年の夏、大変な盛り上がりをみせたオリンピックが東京で開催されたのは1964年、当時、日本は高度経済成長期にあって、各自治体でも公共投資が盛んに行われました。あれからほぼ半世紀が経過し、整備されたインフラや保有する多くの公共施設は老朽化し、その対策が全国的に課題となっております。

なかでも特に市区町村が所有・管理する公共施設の約４割を占める学校施設の老朽化が、今深刻な問題となっています。これらの施設は特に昭和４０年代から５０年代にかけての児童・生徒急増期に一斉に整備されているものが多く、建築後２５年以上が経過した建物は全体の約７割を占めているといわれます。
今年（平成24年）４月、文部科学省は、「学校施設の在り方に関する調査研究協力者会議」の下に「老朽化対策検討特別部会」（部会長：上野淳 首都大学東京副学長）を設置し、老朽化した学校施設の再生整備の在り方や推進方策等についての検討を進め、８月３０日、「学校施設老朽化対策ビジョン（仮称）」（中間まとめ）を取りまとめました。

この中間とりまとめでは、従来のように、施設設備に不具合があった際に保全を行う「事後保全」型の管理から、計画的に施設設備の点検・修繕等を行い、不具合を未然に防止する「予防保全」型の管理へと転換を目指すことを求めています。
さらに、予防保全型の管理で長寿命化を図ることにより、全国の公立小中学校の学校施設整備に今後３０年間で約３８兆円かかるところを、約３０兆円まで圧縮できると試算しています。
現在、計画的に予防保全管理を行っている地方公共団体は約１割にとどまり、建物の劣化診断や中長期計画の策定は３割も達していないのが実情です。学校施設の耐震化が進んできた中、子どもたちの更なる教育環境の向上、地域の防災拠点としての安全性を高めるためにも、老朽化対策の積極的な取り組みが必要です。
そのためにはまず建物の償却年限やこれまでの改修履歴だけではなく、建物の劣化状況や、教育内容・方法に応じた施設の適応状況など、現状を的確に把握することが必要です。その際、対象施設がどの程度の状態であるかを客観的かつ総合的に把握することが重要です。

　それに基づいて整理した優先順位を踏まえ、整備対象の重点化を図り、目標耐用年数やライフサイクルコストの算定も考慮にいれた実施計画を策定し、教職員や保護者、地域住民、関係する行政部局の参画により、幅広く関係者の理解・合意を得ながら、施設のマネジメントを行うことが重要です。
しかしこの厳しい財政状況の中で、今後予測される公共施設やインフラの更新、新規事業も予定され、資金を調達することも大切になり、新たな視点に立った財源確保策が必要であると考えます。住民参加型公募債や飯田市では市民ファンド等の市場から調達した資金で太陽光発電事業を展開しており、また浜松市でも、5月議会において自然エネルギーの導入促進に向けて市民ファンドの創設を目指す方針を明らかにしています。
このような観点から以下3点伺います。
（1） 公共施設、特にその4割を占める学校施設の劣化診断と現状把握について
（2） 長寿命化のための中長期的計画策定並びに推進体制の整備について

（3） 新たな視点に立った財源確保策について

【参考資料】
パワステ議会質問参考資料「学校施設における老朽化対策の実施について」（2012年11月1日配信）

公明新聞2012/05/24　防災・減災ニューディール、05/27　老朽化する社会資本改修急げ
　06/25　公共事業に民間資本を
【考えられる展開】

（１）（2）
○国土交通省によれば、建設から５０年以上が経過した社会基盤の割合は、2029年度に道路橋の約51％、水門などの河川管理施設の約51％、港湾岸壁の約48％と、全体の約半数に及ぶ。今後50年間で必要な費用は、同省試算で約190兆円に上るとされ、このうち30兆円が予算不足に陥ると見込まれている。具体的には、2037年度以降は公共事業予算が賄えなくなり、耐用年数が過ぎた橋や道路がそのまま放置される危険性が生じるということが危惧されます。
○これに対し国交省は、既に先進的な自治体で行われている社会基盤の「長寿命化」の取り組みを全国的に実施すれば、現在、約30兆円と見込まれている予算不足分を6兆円にまで減少できるとしている。しかし、実際の橋梁の長寿命化修繕計画の策定率は約41％（2008年度現在）に過ぎず、河川管理施設で15％（同）、港湾施設で約13％（同）と、低い水準にとどまっているのが現状だ。
○平成20年度における全国の小・中学校では、築後30年以上経過しているものが45.4％、20年から29年経過しているものが33.3％であり、老朽化が進んでいます。一般的な学校などの鉄筋コンクリート造における減価償却資産としての耐用年数は47年であり、今後30年間に全国の小・中学校の約8割が耐用年数を迎えることになります。良好な教育施設を維持していくためには、かなりの財政的な負担がかかってくるものと思われます。
○豊橋市の場合、Ｈ２３年10月に示されたファシリティマネージメント推進方針によると現在の市所有建物のすべてを保有し続け、耐用年数47年の条件で建て替えるとすると概算で総額3600億円の費用が掛かると試算。
小中学校施設が１３００億円と大きな割合を示す。単純に建物だけでいえば、年間に３校建て替え、改修しても小中学校は73校あり２５年近くかかる計算となり、更新には間に合わないし、多くの学校では建物だけでなく付随した設備の損傷も激しく、さまざまに工夫している。子どもたちの学習環境の悪化が懸念される。

このことは学校施設だけでなく、他の公共施設においても同様であり、そればかりか道路や橋、公園、上下水道などなどインフラの改修も将来巨額なものになっていく。市民サービスを低下させずに、更新投資を減らすような工夫が必要であり、インフラ全体をマネジメントすることが必要である。

（3）公明党は防災・減災対策を推進するとともに、景気回復を促すため「防災・減災ニューディール」を提唱し、その財源の一部を民間資金で賄う手法としてＰＰＰ（パブリック・プライベート・パートナーシップ）、ＰＦＩ（プライベート・ファイナンス・イニシアチブ）、レベニュー債を挙げた。

ＰＰＰは「官民連携」の意味で、国や地方自治体と民間の連携で公共サービスを効率的に提供することを目的とし、ＰＦＩはＰＰＰの一つの形態と言える。具体的には、公共施設の設計や建設、維持・管理、運営を民間企業が一括して行う。国や自治体の事業を民間に任せることで民間事業者の雇用拡大にもつながり、民間事業者は公共施設の利用料などで収益を得ることができます。内閣府によれば、２０１２年３月末現在でＰＦＩ事業数は３９８、事業費は３兆８５７７億円にも上っています。
　レベニュー債は米国で普及しており、米国で発行される地方債の６～７割程度を占めています。日本では、「事業目的別歳入債権」と呼ばれ、茨城県が廃棄物公共処理場のために採用し100億円の資金調達を行い、話題を呼んだが、普及はこれから。レベニュー債の発行によって民間から借り入れた資金で事業を行い、そこから得られる収益を元利払いに充てるのが特長。国債などと違い、政府や自治体の保証がないため、損失が出た場合は投資家が全責任を負わなくてなりません。このため、収益の見通しが立たない事業では、レベニュー債での資金調達ができず、ムダな事業が抑制される利点があります。
　公明党の考えは橋や道路などの建設に限って発行できる建設国債や「ニューディール債」の発行だけでなく、ＰＰＰ、ＰＦＩの活用やレベニュー債の発行によって、可能な限り公費を抑える方針。今後の有効な資金調達手法として提案する。
